
東京家庭裁判所後見センター 

vol.2６（令和３年１２月） 

診断書の書式が改定されました。  

後見センターでは，後見等の開始申立て及び任意後見監督人選任申立ての

際に，診断書の提出をお願いしています。提出された診断書は，本人の精神

上の障害の有無や判断能力の低下の有無・程度，鑑定の要否を判断するため

の資料として用いられています。 

平成３１年４月から現行の書式を使用していただいているところ，このた

び，最高裁判所において診断書の書式が改定されました。 

後見センターでの新しい診断書の運用は令和４年４月１日以降の申立てか

らとなりますので，御協力をお願いします。 

なお，新しい診断書の運用開始時期は各家庭裁判所によって異なりますの

でご注意ください。 

※ 診断書の書式については，後見ポータルサイトからダウンロードからできます。

https://www.courts.go.jp/saiban/syurui/syurui_kazi/kazi_09_02/index.html 

～未成年後見人の方へ～ 

成年年齢が１８歳に引き下げられます！  

成年年齢が，令和４年４月から，現行の２０歳から１８歳に引き下げられ

ます。令和４年４月１日に１８歳，１９歳に達している方は，その日から新

成人となります。 

未成年後見人においては，未成年者が成人に達した日から１０日以内に，

未成年者又は未成年後見人の本籍地又は住所地の市町村役場に後見終了届を

提出してください。 

また，未成年者が成人に達した日から２か月以内に，未成年者に対し，未

成年後見人が管理していた財産について管理の計算を行い，未成年者の財産

を未成年者に引き継いでください。その上で，未成年者が成人に達した日か

ら３か月以内に，後見センターに対し，未成年者が押印した引継書をご提出

ください。詳しくは「未成年後見人Ｑ＆Ａ」もご参照ください。 



東京家庭裁判所後見センター 

vol.27（令和４年８月） 

後見事務を行うに当たっての留意点 Part.３   

前々号（vol.25）から引き続き、後見事務を行うに当たって連絡票で寄せられる質問のう

ち頻度の高い幾つかを取り上げ、必要な報告や手続について紹介します。保佐人・補助人も、

基本的には同様です。 

 １ 本人が親族等に贈与等をする場合は、予め裁判所に報告する 

後見センターレポートvol.25にも記載しましたが、本人が第三者（親族、成年後見人も含む。）

に対して、金銭を贈与したり、不動産や金銭を貸したり、保証人になるようなことは原則とし

て認められません。例えば、親である本人が、子である成年後見人に金銭をあげたり、本人が

所有する不動産を無償で貸すなどです。最近は、本人の孫に対する学費、高額な結婚祝いや相

続税対策などが多いですが、これらも必要性や金額の相当性について慎重に検討してください。

どうしても必要と考える場合は、予め裁判所に連絡してください。 
 

 ２ 立替金の精算は慎重に行い、特に高額・裏付け資料のない精算などについては、 

事前に連絡票で裁判所に連絡する 

第三者（親族、成年後見人を含む。）が本人のために支出した必要な費用を立て替えた場合、

本人の財産の中から支払、精算することになります。その際、支出の裏付けのほか、本人のた

めに必要な費用であったのか、その費用が価格面で相当であったのかなどを領収書等の客観的

な資料に基づき確認する必要があります。領収書等が存在しない場合の精算は、領収書等が存

在しない理由や、存在しない中でどのような理由・根拠に基づき精算するのか、事前に連絡票

で裁判所に連絡してください。 
また、施設費、医療費、光熱費など定期的な支出は、立て替えるのではな

く、なるべく本人口座からの引落しを利用してください。 
 

 ３ 遺産分割をするときには、本人の利益が損なわれていないか慎重に見極める 
基本的には本人の法定相続分を確保する必要があります。そのため、法定相続分を下回ると

きには、法定相続分を下回ることとなった理由・根拠について説明を求められる場合がありま

す。また、法定相続分のとおり分割し本人に不利益がないように見えるときでも、本人の利益

が損なわれていないか（例えば、本人に維持管理が困難な不動産を押し付けられていたり、他

の相続人が取得することとなった不動産の価格が実勢価格よりかなり低く評価されていない

か。）、遺産分割協議書の条項間で整合しているか、約束事に漏れがな

いか（例えば、新たに遺産が発見された際の取り決めを忘れていない

か。）など慎重に検討してください。 
なお、本人と成年後見人が相続人になっている遺産分割をする場

合など、本人と成年後見人の利益が相反するときには、成年後見人が 



東京家庭裁判所後見センター 

 
本人を代表することができないため、特別代理人（保佐・補助の場合は臨時保佐人・臨時補助

人）の選任申立てが必要になります。もっとも、監督人がすでに選任されている場合や、裁判

所が遺産分割に際して監督人を選任する場合には、監督人が本人を代表するため、特別代理人

の選任申立ては不要です。 
 

 ４ 本人の居住用不動産を処分するときは、居住用不動産の処分許可申立てをする 
成年後見人は、本人に代わって、その居住の用に供する建物又はその敷地を処分するには、

家庭裁判所の許可を得なければなりません。本人にとって、居住環境が変われば、その心身や

生活に重大な影響が生じることになります。そこで、これらの処分については、特に慎重を期

すため、裁判所の事前の許可を得なければならないとされています。 

そのため、例えば、居住用不動産を売却するとして、居住用不動産の処分許可を求めるとき

には、本人の心身に与える影響（例えば、本人の帰住見込みはあるのか、今後の生活の本拠が

確保されているのか、本人の意向はどうなのかなど。）、財産管理面からみた処分の必要性（例

えば、本人の資産状況、収支状況、今後本人に必要とされる費用、管理

コストなどから、現時点において処分する必要があるのかなど。）、相

当性（例えば、本人が受ける不利益の程度、売却価格の相当性など。）

について、申立書に具体的に記載してください。なお、不動産の売却の

許可を求めるときには査定書等価格の相当性を裏付ける資料も忘れず

に提出してください。 
また、「処分」には本人の不動産を売却するだけではなく、都営住宅の返還や、本人の不動産

に対する賃貸借（使用貸借）の設定、解除又は抵当権の設定その他これらに準ずる処分などが

含まれます。例えば、親族後見人が、本人の所有する古い建物を解体し、本人との同居を前提

とした建物を新築しようと考え、ただ建築資金は本人の所有する土地に抵当権を設定して金融

機関から借り入れることとした場合には、本人の建物の解体と本人の土地に対する抵当権の設

定の２つの許可が必要になります（さらに、本人の土地の使用権の設定についての許可が必要

な場合もあります。）。そのため、建築計画を立てても裁判所の許可が得られず、計画が頓挫す

る場合がありますので、計画を進める前に事前に連絡票で裁判所に連絡してください。 
 

 

 

その他、後見事務について疑問があるときは、まずはハンドブ

ック（Ｑ＆Ａ付き）や東京家裁後見サイトの「よくある質問」を

参照してください。他の成年後見人や監督人がいる場合は、そち

らにご相談ください。 

 



東京家庭裁判所後見センター

vol.28（令和５年４月）

本人死亡後のフローチャートを作りました。

本人がお亡くなりになると後見は終了しますが、後見人の事務はあと少し続きま
す。今回、本人死亡後の事務の流れを整理したフローチャートを作成しました。下
の画像をクリックすれば参照できますので、ぜひご活用ください！
なお、後見サイトの「後見人等に選任された方へ」からも取得できます。

●①本人死亡後から引継ぎまでの流れと、特にお問合せの多い②一般的な引継チャ
ートの２つを用意しました。
●令和５年４月に施行された民法改正にも対応しています。
●後見センターレポートvol.14でも本人がお亡くなりになった場合について特集をし
ています。こちらから取得できますので、ぜひ併せてご参照ください。

後見人が相続人の場合は
①だけ確認してね。

判断に迷う場合は
裁判所に連絡票で
連絡しよう！

https://www.courts.go.jp/tokyo-f/vc-files/tokyo-f/file/kouken_report_vol.14.pdf


・親族、関係者及び監督人等に連絡
・死亡後２週間以内に裁判所に本人死亡の
連絡票と、死亡診断書又は除籍謄本提出
（コピー・ＦＡＸ可）
・東京法務局へ終了登記申請
（書式等のお問い合わせは、東京法務局へ）

本人死亡

・死亡と同時に後見等は当然終了し、相続財産
は全相続人の共有状態になる。
・死亡後の事務は基本的に相続人が行うことに
なるが、元後見人も一定の要件のもと実行可

東京家裁後見センター Ｒ５.４

・死亡後２か月以内に管理財産の収支を計算し、
引継財産を確定（裁判所への報告不要）

・希望される方のみ申立てが必要

・相続財産を相続人に引き継ぎ、死亡後６か月
以内に裁判所に引継書を提出（コピー・ＦＡ
Ｘ可）（財産管理権のない元後見人等は、引
継書の提出不要）

・６か月以内に提出できない場合は、事前に連
絡票で裁判所に連絡

【※補足】元後見人等が相続人の場合

①引継書の提出は不要
②報酬付与申立てをしない場合
死亡診断書又は除籍謄本の提出により
裁判所への報告終了

③報酬付与申立てをする場合
報酬付与申立てと同時に提出する後見等
事務報告書・財産目録等の提出により、
裁判所への報告終了（裁判所からお問合
せをさせていただく場合があります。）

ポイント

・全ての相続人の調査ができなく
ても、引継ぎは可能だよ。
調査方法が分からないときは、
遠慮なく裁判所に連絡してね。
・報酬付与申立てをする場合、提
出書類は通常の場合と同じだよ。
ただし、報告期間は前回の報告
日翌日から死亡日までになるよ。

① 本人死亡後から引継ぎまでの流れ

裁判所・法務局へ
報告・連絡

管理計算
（民法８７０条）

引継書提出
（※補足参照）

（報酬付与申立て）



東京家裁後見センター Ｒ５.４

本人死亡

相続人の有無
※存否不明・調査困難な
場合は、連絡票で連絡

引継ぎに関する東京家裁の基本的立場

相続人の一人が引き継ぎを受ける意向を示しているのであれば、他の相続人の存否やその意向にかかわらず、
その者に相続財産の全てを引き継ぐことで差し支えありません。

② 一般的な引継チャート（令和５年４月施行民法改正対応）

未精算の報酬や債務
を除く相続財産が
３０万円以上

なし 又は全員相続放棄

相続財産清算人
選任申立て
（民９５２）

※申立前に必ず連絡票で連絡

あり

個別判断
（方針を連絡票で連絡）

なし

あり

選任された相続財産清算人・管理人に相続財産引継ぎ

財産引継ぎを受ける
意向の相続人の有無

引継ぎ意向のある
相続人に引継ぎ

一人
以上
いる

相続財産管理人
選任申立て
（民８９７条の２Ⅰ）

※申立前に必ず連絡票で連絡

一人も
いない

なし

未精算の報酬や債務
を除く相続財産が
3０万円以上

あり

補足説明①

相続人間に争いがある場合、どの相続人
に引き継ぐかは後見人等の裁量判断に委
ねられていますが、相続人の一人に引き
継ぐことにより紛争に巻き込まれるおそ
れがある場合は、相続財産管理人選任申
立て（民８９７条の２Ⅰ）をすることも
可能です。申立てを検討している場合は、
必ず裁判所に連絡してください。

補足説明②

相続財産清算人選任申立て(民９５２)に
は、本人及び本人の父母の出生から死亡
までの戸籍や、相続放棄した相続人の申
述受理証明書等が必要です。
本人の死亡した子の子や、本人の兄弟姉
妹・甥姪がいないかも注意して調査して
ください。
なお、調査不十分の場合は相続財産清算
人が選任されないことがあります。



東京家庭裁判所後見センター 

vol.2９（令和５年８月） 

後見等開始の申立て後は、書類審査のほか、鑑定や本人調査を行うことがあります。 

どのような場合に鑑定や本人調査を行うのか、具体例を紹介します。 

後見等開始のために鑑定が必要な場合 
 １ 後見・保佐開始の場合は、法律上、原則として鑑定が必要です 

家庭裁判所は、原則として、ご本人の精神状況について鑑定をしなければ、後見開始・保佐

開始の審判をすることができません（家事事件手続法１１９条１項本文、１３３条 ※補助開

始の審判はこの限りではありません。）。診断書など鑑定に代替する医師の判断があり、裁判

官が明らかに鑑定の必要がないと認めた場合は、鑑定をせずに審判をすることもありますが

（同法１１９条１項ただし書、１３３条）、そのような場合でない限り、ご本人について鑑定

を行う必要があります。 

２ 原則どおり鑑定を行う具体例 

 

○申立類型と、診断書に記載されたご本人の判断能力についての医師の意見が異なる場合 

（！申立ての際は、これらが一致しているかを確認してください！） 

○精神上の障害の有無や程度についてご本人の身近な親族の間で争いがある（又は争いが 

あることがうかがわれる）場合 

○ご本人が後見開始・保佐開始に反対している場合 

○診断書の記載内容が不十分であり、診断書のみからご本人の状態を判断することが困難 

である場合 

・定型書式ではない（最新の書式ではない）診断書が提出されている場合 

  ※令和５年８月現在の最新書式は【令和３年１０月版】です。 

・診断書に精神上の障害の記載や判定の根拠の記載がない場合 

・一定程度の意思疎通が可能なご本人に対し、長谷川式認知症スケールやＭＭＳＥなどの

検査を実施しないまま認知症との診断がされているが、検査が未実施である理由が判然

としない場合 

○診断書の記載内容に矛盾がある場合 

 

 ３ 鑑定人・鑑定費用について 

誰を鑑定人に指定するか、鑑定費用をいくらにするかは、裁判官が判断します。 

診断書作成医に鑑定を依頼することもありますが、診断書作成医が鑑定を引き受けることが

できない場合、評価が難しい疾患を有しているご本人について専門医でない医師が作成した診

断書が提出されている場合、親族間紛争事案で診断書作成医以外の第三者専門医による鑑定を

実施した方が円滑な進行を図ることができると考えられる場合などは、第三者専門医に鑑定を

依頼することになります。 

 
診断書が 

ポイントです！ 



東京家庭裁判所後見センター 

鑑定費用は１０～２０万円程度かかります。一般論ではありますが、第三者専門医の鑑定費

用は診断書作成医と比較すると高額になる傾向があり、また、第三者専門医の中でも、往診に

よる場合は、来院可能な場合に比較して鑑定費用が高額になる傾向があります。 

なお、東京家裁では通常、後見等開始の審判では鑑定費用をご本人の負担とする旨の判断がされ

ますので、申立人が納めた鑑定費用については、審判確定後に後見人等を通じ、ご本人の財産から

支払いを受けることができます。 

 

後見等開始の審判前に本人調査を行う場合  
 １ 後見開始では、本人調査をする場合と、しない場合があります 

ご本人以外の方が後見開始の審判の申立てをした場合、家庭裁判所は、原則としてご本人の

陳述を聴かなければ後見開始の審判をすることができません（家事事件手続法１２０条１項本

文）。ただし、裁判官が、ご本人について心身の障害によりその陳述を聴くことができないと認

めた場合には、陳述を聴くことなく後見開始の審判をすることができます（同条ただし書）。 

ご本人の陳述聴取を行うにあたっては、家庭裁判所調査官による「本人調査」によることが一

般的です。 

なお、ご本人が後見開始の審判の申立てをした場合には、法律上ご本人の陳述聴取を原則と

する旨の規定はありませんが、ご本人の申立能力や申立意思を確認するために、本人調査を行

う場合があります。 

 ２ 後見開始で、原則どおり本人調査をする具体例 

裁判官は、診断書や本人情報シート等の内容を確認し、ご本人の疎通性、理解力の程度等を

検討して、ご本人について、陳述を聴くことができないといえるか否かを判断しています。 

最終的には事案ごとの判断にはなりますが、例えば、次のような場合は原則どおり本人調査

を行っています。 

○ご本人の理解力は低下しているが、ある程度意思疎通が可能である事案で、本人調査を 

行うことが特にご本人の保護に資すると考えられる場合 

・ご本人が後見開始に反対している場合 

・相応の理由がないにもかかわらずご本人に申立てを知らせていない場合 

○精神上の障害の有無や程度についてご本人の身近な親族の間で争いがある（又は争いが 

あることがうかがわれる）場合 

 

３ 保佐・補助開始の場合 

保佐開始・補助開始の審判前には、全ての事案で本人調査を行っています。 

 

鑑定・本人調査は、法律の規定に基づいて行われる手続で

すので、裁判所から鑑定・本人調査を行う旨の連絡を受け

た場合は、ご協力をお願いします。 



東京家庭裁判所後見センター 

 

☆判断に迷う場合には、家庭裁判所に連絡票により連絡してください。 

☆東京家裁後見サイトに、申立書書式、記載例、必要な添付資料等の説明を 

掲載していますので、そちらもぜひ参考にしてください。 

vol.３０（令和６年３月）       

前々号（vol.28）では、本人死亡後の事務の流れを整理したフローチャートを紹介しまし

た。本号では、本人死亡後に成年後見人が行う「死後事務許可申立て（民法８７３条の２）」

について紹介します。 

死後事務許可申立て（民法８７３条の２） 
 本人がお亡くなりになった場合、後見等は終了するため、後見人等の法定代理権等の権限は当然に

消滅しますが、民法８７３条の２により、成年後見人（なお、保佐人・補助人は含まれません。）で

あった者は、相続人の意思に反することが明らかなときを除き、相続人が相続財産を管理することが

できるときまで、次の行為を行うことができます。 

① 特定の相続財産の保存（現状の維持）に必要な行為（１号） 

② 弁済期が到来した相続債務の弁済（２号） 

③ 火葬又は埋葬に関する契約の締結その他相続財産の保存に必要な行為（３号） 

※③の行為については、一般に相続人等に与える影響が大きいことから、家庭裁判所 

の許可を要するものとされています。 

  【死後事務許可申立ての留意点】 

●火葬又は埋葬に関する契約の締結 

③の「火葬又は埋葬」は「火葬又は土葬」を意味します。そのため、葬式、葬儀は 

後見人の死後事務には含まれず、家庭裁判所の許可の対象とはなりません。 

ただし、納骨（火葬後の遺骨を墓地等に収納する行為）は、「火葬又は埋葬」に準 

じて、家庭裁判所の許可を得て行うことが可能です。 

●弁済期の到来している本人の医療費、施設利用費、公共料金などの支払い 

②に該当する行為として、家庭裁判所の許可を得ることなく支払いが可能です。 

  ただし、後見人の手元に現金がなく、支払いのために預貯金を払い戻す必要がある 

場合の払戻行為（振込送金を含む。）は、③の「その他相続財産の保存に必要な行 

為」として、家庭裁判所の許可が必要です。許可の申立てをする際は、払戻金の使途 

を明確にし、支払いに必要な金額の裏付資料を添付して、当該金額を限度に申し立て 

てください。 

 なお、総債務額が現金・預貯金額を上回る場合は、事前に方針を裁判所に連絡して 

ください。 

●ライフライン（電気、ガス、水道等）の供給契約の解除 

③の「その他相続財産の保存に必要な行為」として、家庭裁判所の許可を得て行う 

ことが可能です。 

  都営住宅の返還については、入居者である本人の死亡により使用権限が失われて返 

還義務が生じるので、②に該当するか、これに準ずるものとして、家庭裁判所への許 

可申立ては不要です。 

なお、保佐人及び補助人に加えて、成年後見人についても、急迫の事情が存在する等の要件を満た

す場合には、上記の死後事務に相当する事務を応急処分（民法８７４、８７６の５Ⅲ、８７６の１０

Ⅱ、６５４条）や、相続人全員のための事務管理（民法６９７条）を根拠として、必要かつ相当な範

囲で行うことは許容されると考えられます（この場合、許可申立ては不要です。）。 

 


